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令和２年度事業計画 

 

Ⅰ 事業方針 

   

共同募金運動は本県においては昭和２３年に始まり、毎年多くの募金が県民の皆様から

寄せられ、本県の民間社会福祉事業の発展に大きく寄与してきたところです。 

本会では、寄せられた募金を基に毎年２００を超える団体の福祉活動を支援しています

が、ここ数年の間にフードバンクや子ども食堂が県内各地で次々と開設されているように

地域住民による地域の課題解決に向けた取り組みは年々増加しています。 

このため、新しい募金手法である「テーマ型募金」の拡大を図り、「寄付付き商品」や

「募金機能付き自動販売機」の設置など新たな募金協力者の開拓を積極的に進めるととも

に、助成については、全国共通助成テーマとして定められた社会的孤立や生活困窮者への

支援など、必要とされる福祉ニーズを適切に把握し優先度の高い事業を支援してまいりま

す。 

また、令和元年台風１９号により、本県においても広範囲にわたり甚大な被害が発生し

ました。本会は災害等準備金を活用し災害ボランティアセンターの設置運営支援や、茨城

県及び日本赤十字社茨城県支部と連携して災害義援金の募集を行うなど、被災者の支援に

努めてきたところです。 

今回の台風１９号のように、本県においても、いつ、どこででも災害の発生する可能性

があることと災害支援に果たす共同募金の役割の重要性を改めて認識し、災害発生時には

迅速に対応できるよう本会の体制を整えてまいります。 

   

共同募金は地域の支え合いを支援するものであり、「じぶんの町を良くするしくみ。」と

いう募金と助成が地域の中でうまく循環するしくみの更なる充実と、併せて共同募金に対

する共感の輪が地域の中でこれまで以上に広がるよう、本年度は次の方針に沿って活動を

展開します。 

 

１ 共同募金委員会担当者を対象とした研修の充実や委員会訪問など、様々な機会を通し

て市町村共同募金委員会の機能強化を支援する。 

 

２ 市民が共感する共同募金運動を推進するため、「じぶんの町を良くするしくみ。」であ

る共同募金の趣旨や使途について丁寧に説明し募金運動に対する理解を深めることに

努める。また、今日の課題に対応する助成の在り方についての検討を行う。  

 

３ 募金の目的や使途など地域の課題を明確に伝える「テーマ型募金」を拡大するととも

に、企業等との協働による寄付付き商品など、多様な募金手法の展開を図る。 
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Ⅱ 事業計画 

 

１ 会の運営 

 （１）法人の適正な運営 

    本会の適切な管理運営を確保するため、定款及び諸規程に基づき、理事会、評議員

会、配分委員会等を開催するとともに、経理・出納等の適切かつ迅速な事務処理に努

めます。     

    また、ホームページや全国共通のシステムである「はねっと」を活用し共同募金に

関する様々な情報の発信と個人情報の適正な管理・運用を行います。 

理事会           ３回     評議員会        ３回  

監査            １回  配分委員会       ３回 

評議員選任・解任委員会   随時 顕彰委員会       １回  

中央競馬馬主社会福祉財団助成事業推進委員会           １回 

（２）事務事業合理化の推進 

    事務事業の円滑かつ効果的な運営を図るため、事務事業の合理化に努め経費の節減

に努めます。 

     

２ 活力ある募金運動 

    共同募金が地域福祉の推進に果たしている役割の大切さについて情報発信に努め

るとともに、募金運動に携わる多くの募金ボランティアの方々の活動しやすい環境を

整え、次により募金運動を進めます。 

 （１）助成計画の作成及び募金目標額の設定 

    共同募金は、地域の福祉ニーズに応えるために必要な資金需要を積み上げた助成計

画を策定し、それに基づく募金目標額により寄付を集める「計画募金」です。このた

め、様々な地域課題の解決に向けた福祉事業や福祉活動を県及び市町村において積極

的に把握し、助成計画の作成や目標額の設定に反映することに努めます。なお、地域

目標額（Ｂ募金）及び地域歳末（Ｃ募金）については、市町村共同募金委員会におい

て設定します。  

 （２）共同募金運動への市民参加の促進 

    助成申請に係るプレゼンテーションや助成伝達式などに市民の参加をいただき、市 

   民が共感する助成計画作りや、市民と事業者が一体となった「じぶんの町を良くする」

地域社会づくりの機運を高めます。 

 （３）募金活動の展開 

    市民、募金ボランティア、関係機関（団体）等の協力を得て、各種募金方法により、

募金活動を実施します。また、共同募金への理解を深めてもらうため保育園や学校等

寄付先を訪問して募金を直接受領しながら感謝を伝えるなど募金の進め方も工夫し

てまいります。 

    さらに、年間を通した募金を得るため、募金機能付き自動販売機の設置先の開拓を 
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積極的に行います。募金機能付き自動販売機については平成３０年度に設置台数増加

の取り組み目標を定めて以来、多くの関係者の協力により大幅に設置数を増やすこと

ができましたが、今年度も市町村とも協力して設置を促進します。 

  

（４）テーマ型募金の推進 

    福祉活動に取り組む多くの団体が活用できるよう要項を整理し、公募により参加団

体を募り事業の拡大を図ります。また、団体が積極的にテーマ型募金に参加できるよ

う参加団体に対して募金実績に応じた加算支援を行うこととします。 

    テーマ型募金は団体自らが取り組む課題を明確に示すことで地域の共感を得なが

ら共同募金を活用して課題解決に必要な資金を集めるもので、福祉団体に限らず自治

会・町内会、県や市町村の社会福祉協議会なども実施主体となり得るものであり、ま

だ十分な周知がなされていないことから、制度の周知と理解促進に努めてまいります。 

 

３ 助成事業の適正化 

 （１）助成 

    一般募金助成、地域歳末たすけあい助成、ＮＨＫ歳末たすけあいについては予め申

請いただいた事業内容を適正に審査して作成した助成計画に基づき、法人や各種団体

等の活動を支援します。 

    また、地域福祉特別助成については、災害等準備金の取崩し金を財源として実施す

るもので、今年度は取崩し金は発生しませんが、昨年度までの繰越金等を活用して助

成を行います。 

一般募金助成  

  

社会福祉協議会、社会福祉施設、社会福祉団体などが実施する「課

題解決に向けた様々な事業」や「施設・車輛等の整備事業」に助

成します。 

地域歳末たす

けあい助成 

市町村社会福祉協議会が実施する見舞金贈呈やおせち配布など

の「歳末時期の支援事業」及び歳末時期に限らず実施する「地域

支援事業」の両方に助成します。  

ＮＨＫ歳末た

すけあい助成 

社会福祉施設、団体等が実施する「年末年始の施設利用者支援活

動」や「進学等自立支援」に助成します。 

地域福祉特別

助成 

 

地域活動団体や社会福祉協議会、自治会などが実施する「福祉サ

ービス利用者支援事業」や「防災・防犯対策促進事業」、「地域交

流事業」に助成します。 

 

 （２）調査及び検査 

    助成申請内容、活動状況等を把握するため、配分委員と事務局による実地調査を行

い、助成事業の実施状況、その成果等を確認します。特に事業を実施・拡大するため

に備品等を整備した事業については、整備直後の調査に加え５年以内に再度成果確認

を行います。 

    また、助成金の使途について、事業完了後速やかにその報告を求めるとともに、報

告内容についての検査を行います。 
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（３）広域助成の見直しに向けた検討 

    共同募金は計画募金であり、原則翌年度事業の助成ですが、社会情勢が大きく変化

する中で、その助成方針、助成方法等について様々な課題が生じています。このため、

これまで実施してきた広域助成プログラムの対象団体・対象経費などについての再点

検を行うとともに、市町村助成との役割分担や今日の課題に即した新たなプログラム

の在り方などについて検討を行います。 

 

４ 広報活動の推進 

    県民の信頼と共感が得られる共同募金運動となるよう、関係機関や団体の協力を得

ながら、市民に理解と共感を得られるよう年間を通して広報活動を展開します。 

 （１）共同募金運動の趣旨を周知するため、啓発用リーフレットを作成し、各家庭や学校 

等に配布する。 

 （２）共同募金運動の実施計画や結果などについて広く周知するとともに、新聞、テレビ、 

ラジオ等報道機関に対し適宜資料を提供し広報に努める。 

 （３）寄付金の使途の周知のために助成を受けた福祉団体、福祉施設等に対して共同募金 

の積極的な広報協力を求める。 

 （４）全国共通システム「はねっと」による情報提供に加え、本会ホームページの充実を 

図り関係団体のホームページとのネットワーク化を進める。 

 （５）街頭募金やイベント会場において本会独自の募金啓発資材等を活用し、共同募金 

運動の理解促進に努める。 

 （６）税制における寄付金控除や損金算入制度の周知に努め、法人及び個人の寄付の増加 

を図っていく。遺贈寄付についても周知を図る。 

 （７）募金資材については、目的ごとに多様な資材が用意されているが、効果的な広報が

行えるよう効率的な資材のあり方や活用方法について検討を行う。 

 

５ 災害への対応 

 （１）災害義援金の募集及び緊急配分積立金の運営 

   災害救助法が適用となる大規模災害が発生した場合には、関係機関と連携し、義援

金の募集及び被災地への送金を行います。 

   また、本県において義援金が募集されない災害などにより、緊急に支援を必要とす

る事態が発生した場合は、緊急助成金取扱要領に基づく支援を行います。 

（２）災害等準備金 

   令和元年台風１９号災害では、本会の保有する災害等準備金積立金の内約２４００

万円（平成２８年度積立金の全額と平成２９年積立額の一部）を拠出しました。大規

模災害の発生に伴うボランティア活動や活動拠点の立ち上げなどを支援するために、

非常に重要なため、今年度も規定に基づき適正に積み立てます。 

   本年度においても、万一大規模災害が発生した場合には、速やかにこの準備金の有

効活用を図るとともに、中央共同募金会と連携し必要に応じ全国の被災地域を支援し

ます。 
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６ 市町村共同募金委員会に対する支援の充実 

    市町村共同募金委員会における共同募金運動の円滑な実施・推進を図るため次のよ

うな支援を行います。 

会議の開催 事務局長連絡会議（２回） 

新任事務局長・担当者研修会（１回） 

担当者研究協議会（４回） 等 

全国先進事例の紹介 全国の共同募金運動の先進事例に関する情報収集を

行い、その情報を市町村に提供する。 

各種研修会等への派遣 中央共同募金会主催の各種研修会等に職員を積極的

に派遣し、職員の資質向上に努める。 

訪問指導 市町村共同募金委員会を訪問し、課題や問題点及びそ

の解決策等についての意見交換を行う。 

７０年答申に係る支援 中央共同募金会において示された７０年答申の推進

方策について、その取り組みを円滑に行うために必要

な支援を行う。 

 

７ 顕彰 

    本会顕彰規程により、募金ボランティア及び寄付者に対し、表彰状又は感謝状の贈

呈を行います。 

また、茨城県知事表彰及び中央共同募金会会長表彰・感謝及び厚生労働大臣表彰・

感謝候補者の推薦を行います。 

 

８ 受配者指定寄付の対応 

    社会福祉事業及び更生保護事業を目的とする施設など、受配者を指定した寄付を行

う受配者指定寄付については、その審査が年々厳格化しており中央共同募金会作成の

手引書も改正されることから必要な基準等を把握し適正な審査に努めます。    

 

９ 民間社会福祉資金等との調整 

    中央競馬馬主社会福祉財団の助成について、候補事業の審査を行うとともに、推薦

等に関する調整及び申請者への事務指導を行います。 
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７０年答申に基づく推進方策の具体的な取り組み 

 

 平成２８年度に今後１０年間の共同募金運動の方向性として７０年答申が発表されるとともに、答申に基

づく具体的な取り組みとしてその推進方策が策定された。 

 本県においては平成２９年度から推進方策に沿った取り組みを進め、平成３０年度事業計画において次の

とおり今後３年間（２０１８年～２０２０年）で取り組む目標を定めたところであるが、３年目となる令和

２年度の目標を次のとおり定める。 

 

【具体的な取り組み内容と指標】 

（１）市町村共同募金委員会の支援強化 

実施項目 具体的な取組内容 （Ｒ１年度実績） 指標（数値目標等） 

市町村共同募金委員会 

の設置及び活動活性化の

ための環境整備 

                              

○市町村共同募金委員会

の訪問や情報提供 

○市町村共同募金委員会

会則等規程の整備 

                      

○共同募金研究会の開催 

・参加者  

１７市町村２０名 

・実施回数 

 ５回（5･7･8･12･2 月）                  

指標 

委員会活動活性化の支援 

Ｒ２年度目標 

共同募金研究会の継続 

参加延人数の増加  

                      

市町村共同募金委員会を

対象とした研修の充実 

○事務局長や担当者を対

象とした研修会等の開

催 

○事務局長会議 ３回 

（４月・７月・２月） 

○担当者会議等 ３回 

（４月・８月・２月） 

○外部講師による研修会 

「ファンドレイジングと

寄付付き商品」（8 月）  

指標 

研修内容を工夫し必要な

情報の適切な伝達 

Ｒ２年度目標 

研修内容の充実 

外部講師・事例紹介等 

 

 

 

（２）県域におけるニーズキャッチ機能の強化と助成計画づくり 

実施項目 具体的な取組内容 （Ｒ１年度実績） 指標（数値目標等） 

県域でのニーズキャッチ

のための協議の場の設置 

○助成先団体の資金ニー

ズを把握する場の設定 

○地域福祉特別助成団体

ヒアリングの実施 

（４カ所） 

 

指標 

協議の場の設置 

Ｒ２年度目標 

助成団体を含めた地域活

動団体へのヒアリング 

 

公募助成における助成先

の拡大や新たな助成策の

発掘に向けた周知活動の

強化 

○既存の助成先以外の活

動団体への周知 

 

○市町村委員会やＨＰ等

を活用した周知活動 

指標 

ＨＰ等による周知強化 

周知機会の増加 

Ｒ２年度目標 

市町村委員会と連携した 

周知活動の実施 
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（３）募金の見直し 

実施項目 具体的な取組内容 （Ｒ１年度実績） 指標（数値目標等） 

戸別募金を主体とした従

来の募金手法の見直しと

活性化 

○募金箱設置先の確認や

新規設置検討 

○募金型自販機の設置拡

大 

 

○募金型自動販売機の設

置拡大 

H３０･･･１２５台 

R １･･･１５９台 

指標 

募金型自販機の設置拡大 

２００台以上 

募金型自販機未設置市町

村の解消 

Ｒ２年度目標 

新規設置台数３０台以上 

 

寄付者や募金ボランティ

アへの丁寧な説明、成果

報告、感謝等コミュニケ

ーションの機会増加 

○自治会等募金ボランテ

ィに対する説明会、訪

問による説明の実施支

援 

○県自治会連合会に募金

結果報告と地域福祉特

別助成の案内を実施 

○実績ポスターの作成 

○協力企業、大口寄付者

等への実績報告・礼状

の送付 

 

指標 

県及び市町村による説明

機会の拡大 

Ｒ２年度目標 

募金運動功労者（団体）

の顕彰の拡大 

広報の場や手法の開拓 

地域の課題を明確に伝え

る地域課題解決型募金

（テーマ型募金）の取り

組み拡大 

○テーマ型募金の一般公

募、テーマ型募金参加

団体の増 

○テーマ型募金参加  

６団体（４テーマ） 

 

 

指標 

テーマ型募金への参加団

体の拡大 

（目標 １０団体以上） 

Ｒ２年度目標 

参加団体を７団体以上に

拡大 

 

企業との協働による募金

等、新しい募金手法の開

発・実施 

○法人・職域募金依頼先

見直し、多様なプログ

ラムの提案 

○寄付付き商品など新た

な募金手法の開発 

○寄付付き商品の開発 

 ４件 

（新規 １件） 

（継続 ３件） 

指標 

寄付付き商品等企業と 

の多様な募金の協働 

Ｒ２年度目標 

寄付付き商品の開発 

５件以上 

新たな募金手法の開拓 

 

遺贈、相続寄付等の取り

組み強化 

○遺贈、相続寄付に関す

る周知活動 

○ＨＰによる周知のみ 

○中央共同募金会で新た

な遺贈パンフレットを

作成 

指標 

公証役場等関係先への周

知・案内 

Ｒ２年度目標 

ＨＰやパンフレットを活

用した周知 
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（４）助成の見直し 

実施項目 具体的な取組内容 （Ｒ１年度実績） 指標（数値目標等） 

県域での新しい地域課題

の把握と助成プログラム

の開発・充実 

○重点とする助成プログ

ラム（テーマ）の検討・

開発 

○新しい地域福祉特別助

成の実施 

（申請・決定件数） 

 助成Ａ ２０件 

 助成 B １１件 

 その他  １件 

指標 

地域福祉特別助成制度の

活用 

Ｒ２年度目標 

地域福祉特別助成制度の

周知 

 

定例的な助成など従来の

助成内容の見直し 

○従来の助成内容の見直

し検討・周知 

○配分等取扱要領の改正 

※広域助成制度の見直し 

 

○広域助成 

 運営事業   33 団体 

 大会事業   1 団体 

 施設・設備  4 施設 

 車輌整備   5 団体 

 社協車輌整備 7 社協 

        など 

 

指標 

○新広域助成制度の在り方

について検討 

Ｒ２年度目標 

現行制度の課題整理 

各県の助成制度調査 

新たな助成方法・内容の

検討 

○新たな助成方法・内容

の検討 

※広域助成における助成

方法・内容の検討 

○広域助成 

運営事業   33 団体 

 大会事業   1 団体 

 施設・設備  4 施設 

 車輌整備   5 団体 

 社協車輌整備 7 社協 

        など 

  

指標 

○新広域助成制度の在り方

について検討 

Ｒ２年度目標 

現行制度の課題整理 

各県の助成制度調査 

地域福祉特別助成財源の

確保 

 

 

（５）災害・社会課題への対応 

実施項目 具体的な取組内容 （Ｒ１年度実績） 指標（数値目標等） 

準備金制度の運用見直し ○準備金にかかわる災害

支援制度運営要綱及び

要領の見直し 

○準備金を活用した県社

協及び被災５市町が設

置した災害ＶＣセンタ

ーの支援 

  

○災害等準備金の積立 

 （1,620 万円） 

指標 

○新準備金にかかわる運営

要綱・要領の見直し 

Ｒ２年度目標 

災害支援制度運営要綱及

び要領の見直し 

準備金を活用した支援制

度の周知 

 

 

 

 

 



- 9 - 

 

 

（参考） 

 

７０年答申に基づく推進方策取り組み内容 

 

①運動性の再生に向けた市町村共同募金委員会の支援強化 

※１ 市区町村共同募金委員会の設置及び活動の活性化のための環境整備 

 ２ 市区町村共同募金委員会における公募助成の実施拡大 

※３ 市区町村共同募金委員会担当者を対象とした研修の実施 

 ４ 助成評価のための指標の作成及び助成申請様式・審査基準の見直し 

②都道府県域におけるニーズキャッチ機能の強化と助成計画づくり 

※１ 都道府県域でのニーズキャッチのための協議の場の設置 

 ２ 都道府県社会福祉協議会及びＮＰＯ中間支援組織等との連携強化 

 ３ 地域福祉活動計画に記載された事業・活動の助成計画への反映 

※４ 公募助成における助成先の拡大や新たな助成先の発掘に向けた周知活動の強化 

 ５ 助成計画策定方法改善のための具体的方策の検討 

③募金の見直し 

※１ 戸別募金、法人・職域募金、募金箱の設置等、従来の募金手法の見直しと活性化 

※２ 寄付者や募金ボランティアへの丁寧な説明、成果報告、感謝などコミュニケーションの機会増加 

 ３ 寄付者、助成先団体、自治会相互コミュニケーションの機会増加 

※４ 地域の課題を明確に伝える地域問題解決型募金（特定テーマ型募金）の取り組み拡大 

※５ 企業との協働による募金等、新しい募金手法の開発・実施 

 ６ 寄付つき商品やインターネット等を活用した募金など新たな募金手法の開発 

 ７ 年間を通じた寄付受入れの強化 

※８ 遺贈、相続寄付等の取り組み強化 

④助成の見直し 

 １ 地域福祉活動計画に記載された事業・活動への重点的助成の実施 

※２ 都道府県域での新しい地域課題の把握と助成プログラムの開発・充実 

※３ 定例的な助成など従来の助成内容の見直し 

 ４ 助成終了後の成果報告の明示 

 ５ 助成先団体の相談対応等支援機能の強化 

※６ 新たな助成方法・内容の検討 

⑤災害・社会課題への対応 

※１ 準備金制度の運用見直しと被災者支援活動における準備金の活用促進 

 ２ 生活困窮者等の支援など緊急時に対応できる助成内容・方法の拡充 

 ３ 社会福祉協議会、民生委員・児童委員、共同募金会による組織的な運動推進 

⑥中長期的な運営（法人経営） 

 １ 都道府県共同募金会の経営に関する検討や自己評価の取り組み推進 

※は本会において特に重点的に取り組む項目 
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Ⅲ 令和２年度 月別行事予定表 

 

 

月 主 た る 行 事  開催予定地 

４ 

共同募金助成伝達式                      （中止） 

評議員選任・解任委員会                     適宜 

水戸市 

水戸市 

都道府県共同募金会職員研修（１回目）             （延期） 東京都 

５ 

中央共同募金会経理指導（自体監査）              （１日） 

市町村共同募金委員会新任事務局長・担当者職員研修会     （１１日） 

監査（監事監査）                      （１４日） 

理事会                           （２９日） 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

６ 

令和２年度共同募金助成申請施設・団体ヒアリング及びプレゼンテーション 

（中旬） 

定時評議員会                        （１９日） 

第１回配分委員会                       （下旬） 

水戸市 

 

水戸市 

水戸市 

関東ブロック都県共同募金会職員研究協議会           （中旬） 

中央共同募金会第２３７回理事会                （４日） 

中央共同募金会第１９１回評議員会              （２３日） 

第１０回赤い羽根全国ミーティング           （２９～３０日） 

長野県 

東京都 

東京都 

東京都 

７ 

（公財）中央競馬馬主社会福祉財団助成事業推薦委員会       （上旬） 

第２回配分委員会（助成計画・募金目標額）           （中旬） 

理事会                            （２７日） 

顕彰委員会                         （２７日） 

市町村共同募金委員会事務局長連絡会議        （３０日又は３１日） 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

都道府県共同募金会常務理事・事務局長会議          （１０日） 東京都 

８ 

評議員会                   （３日又は４日又は５日） 

共同募金資材発送（市町村共同募金委員会納品）         （中旬） 

市町村共同募金委員会担当職員研究協議会       （２７日又は２８日） 

水戸市 

県 内 

水戸市 

９ 
県内各所，各機関への共同募金運動協力依頼 県 内 

北関東３県共同募金会連絡会議                  （上旬） 群馬県 

１０ 

第７３回共同募金運動開始（全国は７４回）          （～３月） 

第７０回茨城県社会福祉大会                  （９日） 

市町村社会福祉協議会訪問調査 

県 内 

牛久市 

県 内 
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月 主 た る 行 事  開催予定地 

１１ 

平成３０年度共同募金助成（設備整備）訪問調査 

平成２５年度共同募金助成利用状況調査 

市町村社会福祉協議会訪問調査 

県 内 

県 内 

県 内 

全国社会福祉大会                      （１３日） 
東京都 

東京都 

１２ 

歳末たすけあい運動開始 

（地域歳末たすけあい ３１日まで・NHK 歳末たすけあい ２５日まで） 

市町村社会福祉協議会訪問調査 

県 内 

 

県 内 

１ 

テーマ型募金運動の実施（～３月） 

平成３０年度共同募金助成（運営費）訪問調査 

県 内 

県 内 

都道府県共同募金会職員研修（２回目）         （２０～２２日） 東京都 

２ 

令和２年度共同募金運動報告会                 （上旬） 

第３回配分委員会                       （下旬） 

市町村共同募金委員会事務局長連絡会議       （下旬又は３月上旬） 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

都道府県共同募金会常務理事・事務局長会議          （１０日） 

中央共同募金会第２３８回理事会                 （２４日） 

東京都 

東京都 

３ 

理事会                            （中旬） 

評議員会                           （下旬） 

水戸市 

水戸市 

中央共同募金会第１９２回評議員会               （４日） 東京都 
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社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

共同募金収入 556,000 546,000 △ 10,000

共同募金以外寄付金収入 2,010 2,010 0

災害義援金収入 7,658 7,658 0

経常経費補助金収入 347 347 0

事業収入 205 205 0

受取利息配当金収入 11 11 0

その他の収入 21 16 △ 5

566,252 556,247 △ 10,005

人件費支出 31,961 33,174 1,213

事業費支出 28,066 27,480 △ 586

事務費支出 3,714 3,643 △ 71

共同募金配分金支出 497,873 485,429 △ 12,444

共同募金以外寄付金配分金支出 2,000 2,000 0

緊急配分金支出 500 500 0

災害義援金支出 7,658 7,658 0

災害等準備金配分金支出 7,500 5,000 △ 2,500

分担金支出 2,263 2,170 △ 93

581,535 567,054 △ 14,481

△ 15,283 △ 10,807 4,476

その他の施設整備等による収入 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

積立資産取崩収入 46,763 50,027 3,264

46,763 50,027 3,264

積立資産支出 40,000 42,678 2,678

その他の活動による支出 1,300 1,321 21

41,300 43,999 2,699

5,463 6,028 565

50 50

△ 9,870 △ 4,829 5,041

　　前期末支払資金残高（１２） 67,807 57,127 △ 10,680

　　当期末支払資金残高（１１）+（１２） 57,937 52,298 △ 5,639

勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備考

0

令和２年度会計　法人全体　資金収支予算

（自）令和２年４月１日　　　（至）令和３年３月３１日

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

事業活動収入計（１）

支
出

事業活動支出計（２）

事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収入
施設整備等収入計（４）

支出 施設整備等支出計（５）

施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）

 

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

収

支

当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

その他の活動収入計（７）

その他の活動支出計（８）

収入

支出

その他の活動資金収支差額（９）＝（７）-（８）

予備費支出（10）



- 13 - 

 

 

 

社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

共同募金収入 556,000 546,000 △ 10,000
一般募金収入 378,247 374,343 △ 3,904

法人募金以外の収入 339,160 336,583 △ 2,577
法人募金の収入 39,087 37,760 △ 1,327

地域歳末たすけあい募金収入 167,632 162,924 △ 4,708

法人募金以外の収入 166,384 161,337 △ 5,047
法人募金の収入 1,248 1,587 339

NHK歳末たすけあい募金収入 10,121 8,733 △ 1,388

法人募金以外の収入 9,264 8,626 △ 638
法人募金の収入 857 107 △ 750

共同募金以外寄付金収入 2,010 2,010 0

特定・指定寄付金収入 1,950 1,950 0
その他の寄付金収入 60 60 0

災害義援金収入 7,658 7,658 0

受入災害義援金収入 4,132 4,132 0

他県受入災害義援金収入 3,526 3,526 0

経常経費補助金収入 347 347 0

経常経費補助金収入 347 347 0

県補助金収入 347 347 0

事業収入 205 205 0

受託金収入 205 205 0

受取利息配当金収入 11 11 0
その他の収入 21 16 △ 5

雑収入 21 16 △ 5
雑収入 21 16 △ 5

566,252 556,247 △ 10,005
人件費支出 31,961 33,174 1,213

職員給料支出 20,809 21,544 735
職員賞与支出 6,644 6,955 311
非常勤職員給与支出 86 75 △ 11
法定福利費支出 4,422 4,600 178

事業費支出 28,066 27,480 △ 586
旅費交通費支出 1,610 1,674 64
消耗器具備品費支出 1,861 1,597 △ 264
印刷製本費支出 4,467 4,543 76
通信運搬費支出 3,529 3,501 △ 28
会議費支出 583 646 63
広報費支出 13,512 12,995 △ 517

手数料支出 1,242 1,160 △ 82
保険料支出 53 49 △ 4
賃借料支出 455 520 65
車輌費支出 632 679 47
雑支出 122 116 △ 6

事務費支出 3,714 3,643 △ 71
福利厚生費支出 124 134 10
旅費交通費支出 915 865 △ 50
研修研究費支出 12 26 14
事務消耗品費支出 145 145 0
印刷製本費支出 278 261 △ 17
水道光熱費支出 235 232 △ 3
修繕費支出 55 55 0
通信運搬費支出 70 70 0
会議費支出 74 75 1
手数料支出 351 478 127
保険料支出 86 86 0
賃借料支出 1,247 1,092 △ 155
租税公課支出 6 6 0

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備考

令和２年度会計　社会福祉事業区分　資金収支予算

（自）令和２年４月１日　　　（至）令和３年３月３１日

収
入

事業活動収入計（１）
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渉外費支出 60 60 0
諸会費支出 4 4 0
雑支出 52 54 2

共同募金配分金支出 497,873 485,429 △ 12,444
一般募金配分金支出 319,156 313,326 △ 5,830
地域歳末たすけあい配分金支出 167,632 162,924 △ 4,708

地域歳末たすけあい配分金支出 167,632 162,924 △ 4,708
NHK歳末たすけあい配分金支出 11,085 9,179 △ 1,906

共同募金以外寄付金配分金支出 2,000 2,000 0
特定・指定寄付金配分金支出 1,950 1,950 0
その他の寄付金配分金支出 50 50 0

緊急配分金支出 500 500 0
災害義援金支出 7,658 7,658 0

災害義援金配分金支出 4,132 4,132 0
他県災害義援金送付金支出 3,526 3,526 0

災害等準備金配分金支出 7,500 5,000 △ 2,500
区域内配分金支出 3,000 3,000 0
区域外配分金支出 4,500 2,000 △ 2,500

分担金支出 2,263 2,170 △ 93
分担金支出 2,263 2,170 △ 93

中央分担金支出 2,263 2,170 △ 93
中央審査分担金支出 0 0 0

581,535 567,054 △ 14,481
△ 15,283 △ 10,807 4,476

0 0 0
0 0 0
0 0 0

積立資産取崩収入 46,763 50,027 3,264
運動準備積立資産取崩収入 40,000 42,678 2,678
緊急配分金積立資産取崩収入 500 500 0
運営安定資金積立資産取崩収入 6,263 6,849 586

46,763 50,027 3,264
積立資産支出 40,000 42,678 2,678

運動準備積立資産支出 40,000 42,678 2,678
その他の活動による支出 1,300 1,321 21

退職手当積立基金預け金支出 1,300 1,321 21
41,300 43,999 2,699
5,463 6,028 565

50 50
△ 9,870 △ 4,829 5,041

67,807 57,127 △ 10,680
57,937 52,298 △ 5,639

0

施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）

事業活動支出計（２）

予備費支出（１０）

事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）
施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収入 施設整備等収入計（４）
支出 施設整備等支出計（５）

当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

　　前期末支払資金残高（１２）
　　当期末支払資金残高（１１）+（１２）

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

その他の活動収入計（７）

その他の活動支出計（８）
その他の活動資金収支差額（9）＝（7）-（8）

収
入
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社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

経常経費補助金収入 347 347 0

経常経費補助金収入 347 347 0

県補助金収入 347 347 0

事業収入 205 205 0

受託金収入 205 205 0

受取利息配当金収入 5 5 0
その他の収入 21 16 △ 5

雑収入 21 16 △ 5
雑収入 21 16 △ 5

578 573 △ 5
人件費支出 31,961 33,174 1,213

職員給料支出 20,809 21,544 735
職員賞与支出 6,644 6,955 311
非常勤職員給与支出 86 75 △ 11
法定福利費支出 4,422 4,600 178

事業費支出 28,066 27,480 △ 586 事業費支出の主なもの

旅費交通費支出 1,610 1,674 64
消耗器具備品費支出 1,861 1,597 △ 264 広報資材購入・印刷費 7,667

印刷製本費支出 4,467 4,543 76 赤い羽根購入費 1,688

通信運搬費支出 3,529 3,501 △ 28 資材等送料 857

会議費支出 583 646 63 諸公告・広告料金 678

広報費支出 13,512 12,995 △ 517 テーマ型募金推進費 542

手数料支出 1,242 1,160 △ 82 助成施設団体調査等 177

保険料支出 53 49 △ 4 市町村募金推進・活動費 12,910

賃借料支出 455 520 65
車輌費支出 632 679 47 ほか

雑支出 122 116 △ 6
事務費支出 3,714 3,643 △ 71

福利厚生費支出 124 134 10 事務費支出の主なもの

旅費交通費支出 915 865 △ 50
研修研究費支出 12 26 14 理事会・評議員会・監査等 845

事務消耗品費支出 145 145 0 配分委員会 124

印刷製本費支出 278 261 △ 17 総合福祉会館使用料金 687

水道光熱費支出 235 232 △ 3 印刷費・消耗品等 406

修繕費支出 55 55 0 事務機器リース料金 655

通信運搬費支出 70 70 0
会議費支出 74 75 1
手数料支出 351 478 127 ほか

保険料支出 86 86 0
賃借料支出 1,247 1,092 △ 155
租税公課支出 6 6 0
渉外費支出 60 60 0
諸会費支出 4 4 0
雑支出 52 54 2

分担金支出 2,263 2,170 △ 93
分担金支出 2,263 2,170 △ 93

中央分担金支出 2,263 2,170 △ 93
中央審査分担金支出 0 0 0

66,004 66,467 463
△ 65,426 △ 65,894 △ 468

0 0 0
0 0 0
0 0 0

施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収入 施設整備等収入計（４）
支出 施設整備等支出計（５）
施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

事業活動収入計（１）

支
出

事業活動支出計（２）
事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

前年度当初
予算額

当初予算額 増減 備　　考

令和２年度会計　社会福祉事業区分　本部サービス区分　資金収支予算

NHK歳末たすけあい窓口

社会保険・労働保険料等

馬主財団業務交付金

茨城県補助金

中央共同募金会経費分担金
（特定・指定寄付金審査費用分担金）

（自）令和２年４月１日　　　（至）令和３年３月３１日

勘定科目
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積立資産取崩収入 46,263 49,527 3,264
40,000 42,678 2,678
6,263 6,849 586

サービス区分間繰入金収入 56,016 56,016 0

56,016 56,016 0

102,279 105,543 3,264
積立資産支出 40,000 42,678 2,678

運動準備積立資産支出 40,000 42,678 2,678
その他の活動による支出 1,300 1,321 21

1,300 1,321 21
41,300 43,999 2,699
60,979 61,544 565

50 50
△ 4,497 △ 4,400 97

4,497 4,400 △ 97
0 0 0

予備費支出（１０） 0
当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

　　前期末支払資金残高（１２）
　　当期末支払資金残高（１１）+（１２）

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

その他の活動収入計（７）

支
出

その他の活動支出計（８）
その他の活動資金収支差額（9）＝（7）-（8）

寄付金サービス区分繰入金収入

退職手当積立基金預け金支出

運動準備積立資産取崩収入
運営安定資金積立資産取崩収入 運営安定資金積立資産の取崩し

全社協制度

運動準備積立資産の取崩し

運営費等繰入金 （特定・指定寄付金
審査手数料収入は見込んでいない ）

運動準備積立資産の積立て
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社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

共同募金収入 556,000 546,000 △ 10,000
一般募金収入 378,247 374,343 △ 3,904 概算実績額

法人募金以外の収入 339,160 336,583 △ 2,577 （1月～3月のテーマ型募金を含む）

法人募金の収入 39,087 37,760 △ 1,327
167,632 162,924 △ 4,708 概算実績額

法人募金以外の収入 166,384 161,337 △ 5,047
法人募金の収入 1,248 1,587 339

10,121 8,733 △ 1,388 概算実績額

法人募金以外の収入 9,264 8,626 △ 638
法人募金の収入 857 107 △ 750

共同募金以外寄付金収入 2,010 2,010 0

特定・指定寄付金収入 1,950 1,950 0 概算寄付額

その他の寄付金収入 60 60 0 概算寄付額

受取利息配当金収入 6 6 0
558,016 548,016 △ 10,000

共同募金配分金支出 494,473 485,429 △ 9,044

一般募金配分金支出 315,756 313,326 △ 2,430

概算助成額

(内訳)　県域団体・施設，市町村
社協，テーマ型募金参加団体へ

167,632 162,924 △ 4,708
地域歳末たすけあい配分金支出 167,632 162,924 △ 4,708 概算助成額　市町村社協へ

11,085 9,179 △ 1,906 概算助成額　福祉施設利用者等へ

2,000 2,000 0
1,950 1,950 0 概算助成額

その他の寄付金配分金支出 50 50 0 概算助成額

緊急配分金支出 500 500 0 概算助成額

496,973 487,929 △ 9,044
61,043 60,087 △ 956

0 0 0
0 0 0
0 0 0

積立資産取崩収入 500 500 0
500 500 0 概算取崩額

500 500 0
サービス区分間繰入金支出 72,696 72,396 △ 300

56,016 56,016 0 運営費等繰入金支出

16,680 16,380 △ 300 令和２年度災害等準備金

72,696 72,396 △ 300
△ 72,196 △ 71,896 300

0 0
△ 11,153 △ 11,809 △ 656

11,153 11,809 656
前期助成残高

一般募金助成　　10,534
　ＮＨＫ歳末助成　　1,275

0 0 0

予備費支出（１０） 0

当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

　　前期末支払資金残高（１２）

　　当期末支払資金残高（１１）+（１２）

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

収

支

収
入

その他の活動収入計（７）

支
出

その他の活動支出計（８）
その他の活動資金収支差額（9）＝（7）-（8）

本部サービス区分繰入金支出
災害等準備金サービス区分繰入金支出

緊急配分金積立資産取崩収入

施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収入 施設整備等収入計（４）
支出 施設整備等支出計（５）

施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

事業活動収入計（１）

支
出

事業活動支出計（２）
事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

地域歳末たすけあい配分金支出

NHK歳末たすけあい配分金支出

地域歳末たすけあい募金収入

NHK歳末たすけあい募金収入

共同募金以外寄付金配分金支出
特定・指定寄付金配分金支出

令和２年度会計　社会福祉事業区分　寄付金サービス区分　資金収支予算

（自）令和２年４月１日　　　（至）令和３年３月３１日

勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備考
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社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

0 0 0
共同募金配分金支出 3,400 0 △ 3,400

一般募金配分金支出 3,400 0 △ 3,400

災害等準備金配分金支出 7,500 5,000 △ 2,500

区域内配分金支出 3,000 3,000 0
県内で発生する大規模災害等に
対する支援金

区域外配分金支出 4,500 2,000 △ 2,500
県外で発生する大規模災害等に
対する支援金

10,900 5,000 △ 5,900
△ 10,900 △ 5,000 5,900

0 0 0
0 0 0
0 0 0

サービス区分間繰入金収入 16,680 16,380 △ 300

16,680 16,380 △ 300 令和２年度災害等準備金

16,680 16,380 △ 300
0 0 0

16,680 16,380 △ 300
0 0

5,780 11,380 5,600

52,157 40,918 △ 11,239

平成29年度積立分   　　8,118
平成30年度積立分   　16,600
令和元年度積立分   　16,200

57,937 52,298 △ 5,639

平成29年度積立分   　　3,118
平成30年度積立分   　16,600
令和元年度積立分   　16,200
令和２年度積立分   　16,380

予備費支出（１０） 0

当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

　　前期末支払資金残高（１２）

　　当期末支払資金残高（１１）+（１２）

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

収

支

収
入

その他の活動収入計（７）
支出 その他の活動支出計（８）
その他の活動資金収支差額（9）＝（7）-（8）

寄付金サービス区分繰入金収入

施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収入 施設整備等収入計（４）
支出 施設整備等支出計（５）

施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収入 事業活動収入計（１）

支
出

事業活動支出計（２）
事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

令和２年度会計　社会福祉事業区分　災害等準備金サービス区分　資金収支予算

（自）令和２年４月１日　　　（至）令和３年３月３１日

勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備　考
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社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

共同募金以外寄付金収入 0 0 0

その他の寄付金収入 0 0 0

災害義援金収入 7,658 7,658 0

受入災害義援金収入 4,132 4,132 0 概算義援金収入（県内災害）

他県受入災害義援金収入 3,526 3,526 0 概算義援金収入（他県災害）

7,658 7,658 0
共同募金以外寄付金配分金支出 0 0 0

その他の寄付金配分金支出 0 0 0

災害義援金支出 7,658 7,658 0

災害義援金配分金支出 4,132 4,132 0 概算義援金配分金（県内災害）

他県災害義援金送付金支出 3,526 3,526 0 概算義援金送付金（他県災害）

7,658 7,658 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出（１０） 0

当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

　　前期末支払資金残高（１２）
　　当期末支払資金残高（１１）+（１２）

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

収

支

収入 その他の活動収入計（７）
支出 その他の活動支出計（８）

その他の活動資金収支差額（9）＝（7）-（8）

施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収入 施設整備等収入計（４）
支出 施設整備等支出計（５）
施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

事業活動収入計（１）

支
出

事業活動支出計（２）
事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

令和２年度会計　社会福祉事業区分　災害たすけあい義援金サービス区分　資金収支予算

（自）令和２年４月１日　　　（至）令和３年３月３１日

勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備　考


